
   
 

事業事前評価表 

                                  
国際協力機構 東南アジア・大洋州部 東南アジア第六・大洋州課 

１．案件名（国名） 

国名：パラオ共和国  
案件名：首都圏電力供給能力向上計画 

（The Project for Enhancing Power Generation Capacity in the Urban Area in the Republic of Palau） 

２．事業の背景と必要性  

（1） パラオにおける電力セクターの開発実績（現状）と課題 
近年、パラオ共和国（以下「パラオ」）の電力需要は、主要産業である観光産業の発展、年率約 2%の人口増加、

国民一人当たりの電力消費量の増加等により、1997～2005 年の 9 年間で年率 7.3%の増加を記録している。また、

2009年10月に制定された「戦略的エネルギーセクターアクションプラン（ESSAP：Energy Sector Strategic Action 
Plan）」においては、2019 年までの間における電力需要の伸び率が年間約 5%と推計されている。パラオの中心部

（首都マルキョクのあるバベルダオブ島及び経済の中心地であるコロール島）の電力系統では、アイメリーク発電

所（定格出力13.08MW）及びマラカル発電所（同17.7MW）により電力供給がなされているが、供給予備力の不足

から発電機を停止することができず、設備の老朽化と維持管理不足により供給可能電力容量の低下を招き、安定し

た電力供給が困難となっている。 
パラオのピーク電力需要は2011 年 9 月時点で 12.5MW であり、当時の現有施設の供給可能電力容量は 14.4MW

と、この時点においても逼迫していたが、2011 年 11 月 5 日にアイメリーク発電所で火災が発生し、一時出力が

6.6MWまで低下した。これにより、大統領から非常事態宣言が出され、コロール島及びバベルダオブ島では4時間

毎に停電エリアを切り替える計画停電が実施された。 
2012年1月21日時点では火災発生時に停止していたマラカル発電所のNiigata-14,15号機（現有出力4.0MW×2

基）の再稼働、パラオ電力公社（PPUC）がハワイから緊急調達した 2MW のディーゼル発電機（アイメリークに

据付）の稼働などにより計画停電及び非常事態宣言は解除された。しかし、火災後に日本政府が緊急無償として供

与した 0.5MW×4 基の発電機を加えても、現有設備の老朽化や、メンテナンスのための供給予備力不足は解消され

ておらず、特にアイメリーク発電所の供給能力は火災前の 4分の 1 に留まっていることから、供給予備力の確保に

よる電力供給の安定化が喫緊の課題となっている。 
（2） パラオにおける電力セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

1996年にパラオにて策定された「国家開発計画2020（Palau 2020 National Master Development Plan）」におけ

る長期的な国家開発指針に則り、2003 年 10 月に PPUC が発表した「5 ヵ年戦略計画（Palau Power Utilities 
Corporation Strategic Plan 2003-2008）」に基づき開発が進められていた。その後、JICAは「パラオ国電力供給改善

マスタープラン調査」（2007～08 年）を実施し、5 ヵ年戦略計画を基にした中長期的な電力設備のマスタープラン

（ESSAP）作成を支援した。 
PPUCは、5ヵ年戦略計画及び2009年10月に制定された先述のESSAPで示された電力供給計画に基づき、総

供給容量を需要の約150～200%まで増加させることを目指している。また、ESSAPの中では、PPUCの老朽化し

たベースロード発電機の廃棄及び5MW×4基の発電機の新設を目標としており、同4基のうち2基の発電機を新設

する事業（以下「本事業」）は、パラオの電力セクターにおける開発計画に一致するものであり、国家開発計画で示

されているパラオの経済開発に貢献するものとして必要性は高い。 
 （3） 電力セクターに対する我が国及び JICAの援助方針と実績 

本事業は、我が国の対パラオ事業展開計画において重点開発課題「島嶼経済の活性化」の中の「経済社会インフ

ラ整備・維持管理能力強化プログラム」に位置付けられており、2009 年 5 月の「第 5 回島サミット（PALM5）」
で採択された「北海道アイランダーズ宣言」の付属文書 2「行動計画」の中で、我が国は大洋州島嶼各国の電力供

給の強化への支援を表明している。また、これまでに同分野にて JICA は「電力供給改善計画」（1998 年）、「電力

供給改善アドバイザー」（2009年～）、「電力供給改善マスタープラン調査」などを実施しており、本事業は同マス

タープラン調査の提言内容に沿った事業である。 
（4） 他の援助機関の対応 

2007年度：欧州連合 系統連携型太陽光システム設置計画 
2008年度：台湾 パラオ国立病院太陽光発電事業 
2010年度：台湾 教育省太陽光発電事業 

無償用 



３．事業概要  

（1） 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本事業は、バベルダオブ島のアイメリーク発電所において、出力5MW×2基のディーゼル発電機を供与することに

より、同国における電力不足の緩和を図ることを目的とする。 
（2） 事業サイト/対象地域名：バベルダオブ島アイメリーク発電所 
（3） 事業概要（調達方法を含む） 

1） 土木工事、調達機器等の内容  
【機材調達及び据付】 
（1） ディーゼル発電設備（5 MW×2基） 
（2） 発電設備に必要な機械設備 
（3） 発電設備に必要な電気設備 
（4） 13.8 kV高圧配電盤 

【発電建屋及び配電盤建屋の建設工事】 
（1） 発電建屋（延床面積：約1,190 m2） 
（2） 配電盤建屋（延床面積：約90 m2） 

2） コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 
【コンサルティング・サービス】詳細設計、施工監理 
【ソフトコンポーネント】なし 

（4） 総事業費/概算協力額   
総事業費 17億7,500万円（概算協力額（日本側：17億2,900万円、パラオ国側：4,600万円） 

（5） 事業実施スケジュール（協力期間） 
2012年7月～2014年3月を予定（計21か月。詳細設計、入札期間を含む）           

（6） 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 
・責任官庁：公共施設・産業・商業省（Ministry of Public Infrastructure, Industry and Commerce：MPIIC） 
・実施機関：パラオ電力公社（Palau Public Utilities Corporation：PPUC） 

（7） 環境社会配慮・貧困削減・社会開発：  
1） 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 
① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2004年4月制定）に掲げる火

力発電（地熱含む）セクターのうち大規模なものに該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判

断され、かつ、同ガイドラインに掲げる影響を及しやすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しないため。 
③ 環境許認可：本事業にかかる環境影響（Environmental Assessment: IEEレベル）報告書は、2012年2月14日に

パラオ国環境管理委員会（Palau Environmental Quality Protection Board ：EQPB）より承認済み。 
④ 汚染対策：事業開始後の大気汚染・騒音等については、煙突等の設計、発電建屋へのシャッター設置等の対策を

取ることで、同国国内及び国際基準を満たす見込みである。 
⑤ 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該当せず、自然環境への望ま

しくない影響は最小限であると想定される。 
⑥ 社会環境面：既存のアイメリーク発電所敷地内で実施されるため、用地取得および住民移転を伴わない。 
⑦ その他・モニタリング：本事業はPPUC、コンサルタントが大気汚染、騒音等についてモニタリングを行う。 

2） 貧困削減促進 
電力の安定供給は経済成長の促進に寄与するとともに、住民の生活改善に寄与する。 

3） ジェンダー：特に関連なし 
（8） 他援助機関等との連携・役割分担 

無償資金協力「電力供給改善計画」（1998 年）により 5MW×2 基の発電機が整備されている。本事業により供給

予備力が確保されれば、定期メンテナンスが可能となり、両事業の効果がより長く持続することが期待される。 
（9） その他特記事項：特になし。 

４. 外部条件・リスクコントロール 

（1）事業実施のための前提条件 
   本事業により供与される発電機は、既設発電建屋の一部を撤去して設置する。当該撤去工事は先方負担事項として

実施することが合意されており、事業開始までに実施される必要がある。 
（2）プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

パラオは、1994年、米国と自由連合盟約を締結し、当初15年間に総額8億米ドル以上の支援を受けた。同自由連



合盟約はその後改訂され、2025 年までに総額 2 億 5,000 万米ドルの財政支援を受けることで米国との間で合意され

ているが、未だ米国議会の承認が下りていない。パラオ政府歳入は米国からの財政援助に大きく依存しているため、

適切な維持管理費用を賄うためには、継続的に歳入が確保されることが必要である。 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

同様のディーゼル発電機整備事業では、運転開始の数年後にトラブルが発生した事例がある。原因は運転ミス、不十分

な維持管理体制であり、技術者のトレーニングの充実はもとより、トレーニングを受けた技術者の配置換えを考慮した移

転技術の定着および引継ぎの重要性を考慮することが教訓とされている。本事業に関連してPPUCへの専門家派遣も行っ

ており、完成後の運営、維持管理体制（トレーニングの内容、時期、技術者の引継ぎ体制の充実等）については、他案件

との連携により対応する。 

６. 評価結果                                  

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
（1） 妥当性 

パラオでは、電力需要の増加と既存発電所の老朽化等により、供給予備力が確保できない状態であり、国民の生

活基盤の安定化及び将来的な経済発展を目指すためには、電力供給量の増加による電力の安定供給を図る必要があ

る。 
（2） 有効性 
 1） 定量的効果 

指標名 基準値（2011年） 目標値（2017年） 
【事業完了3年後】 

電力供給制限日数（日/年） 15*1 0 

電力供給予備力*2 MW 0 10.49 
［備考］*1：2011年（暦年）の推定値、発電設備のトラブルに起因する供給制限日数のみを計上 

*2：設備容量－最大電力 
 2） 定性的効果 

経済発展、産業の振興、及びプロジェクト対象地住民の生活改善 
 

７. その他                                

（1） 今後の評価に用いる主な指標 
   6.(2) 1)のとおり。 
（2） 今後の評価のタイミング 

・事後評価  事業完成3年後 
 

以 上 
 
 


